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問題と目的

2007年に特別支援教育が開始されて以降，小・中

学校通常学級においても発達障害児に対する教育支

援の取り組みが本格化してきている．それまでは養

護学校教員，特殊学級担任教員若しくはいわゆる通

級指導担当といった特殊教育を担当する教員が発達

障害児を担当していたが，通常の学級の中にも6.3％

の割合で発達障害を疑われる児童・生徒が在籍して

いることが文部科学省（2002）の調査で浮き彫りに

なり，通常学級の担任を含む全ての教員が特別支援

教育に携わることになった．

こうした動向の中で次代の教育者を育む教員養成

系学部においては，特別支援教育を担当可能な発達

障害に対する深い理解をもった教員を養成すること

が求められる．しかしながら，小・中・高等学校教

員養成のカリキュラムにおいては，心身に障害のあ

る児童・生徒に関する科目は必修ではなく，教育職

員免許法施行規則の第６条第２欄「教育の基礎理論

に関する科目」の中で「幼児，児童及び生徒の心身

の発達及び学習の過程（障害のある幼児，児童及び

生徒の心身の発達及び学習の過程を含む．）」として

設定されているのみである．すなわち『教育心理学』

や『発達心理学』などの概論的な講義の一部で，発

達障害について触れる形で教えられているに過ぎず，

あとは各大学において発達障害に関する科目を選択

科目として設定するかどうかに懸かっている．

特別支援教育時代の教員を養成するためには，発

達障害に関する基本的な理解や知識について学校種

を問わずに履修することが必要である．それに加え

て，基本的な理解や知識以外にも，そもそもの発達

障害児に対するポジティブなイメージを教員が持つ

ことが必要であると考えられる．発達障害児が抱え

る障害特性を知識として得たとしても，実際の教育

的支援に結びつけるためには，支援を行う側の教員

側に積極的に支援しようとする態度が備わっていな

ければならない．したがって教員養成の段階で単純

に発達障害についての基本的な理解や知識を身に付

けるだけでなく，発達障害児に対するポジティブ・

イメージを育むことが必要である．

以上の観点から，本研究では教育学部教員養成課

程に所属する学生に対して発達障害についてのイ

メージ調査を実施し，教員養成カリキュラムにおい

て発達障害をどのように理解させる必要があるかに

ついて検討することを目的としている．その中で，

本研究は発達障害児との接触経験や既学習済みの知

識が，発達障害のイメージにどのように影響を及ぼ

しているのかについても検討を行う．生川・梅谷・

前川（2006）は，知的障害者に対する態度研究を概

観し，接触経験や知識は知的障害者への好意的印象

や積極的交流意欲にポジティブな影響を及ぼすこと

を指摘している．ここから発達障害児に対しても同

様に，接触経験や知識を獲得することでポジティブ

な効果が得られることが予想されよう．

方 法

１．対象

2009年度後期開設「障害児教育原理」を受講した

162名．内訳はTable 1に示す．この講義は小学校及

び中学校，特別支援学校・養護教諭養成課程におけ

る選択必修科目として設定されており，配当年次は

３年次（後期）である．ただし，特別支援教育を１

年次より専攻している特別支援学校教員養成課程の

学生は調査対象からは外した．過年度生を除く３年

次生の受講人数は130名であり，これは小・中・養護

教諭養成課程の現員数272名の47％にあたる．

２．調査項目

調査項目は以下の３つの内容で構成した．
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⑴ フェイスシート

学年，所属学科，性別といった基本的な項目に加

え「将来の進路希望：教員，教員以外，進学」，「発

達障害児との接触経験」及び「発達障害に関する講

義の受講経験」について質問項目を設定した．

⑵ 発達障害に関する知識問題

遠矢（2007）を参考に，発達障害（自閉症，アス

ペルガー症候群，LD，ADHD）に関する知識問題16

問を設定した（Table 2）．問題は全て○×回答方式

であり，基本的な発達障害に関する理解度を測定す

るものである．

⑶ 発達障害に対するイメージ

生川（1995）及び生川・那須（2001）による知的

障害者に対する態度研究の項目を発達障害児向けに

教育学部学生における発達障害のイメージ
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Table 1 対象者の内訳

Table 2 知識問題で設定した項目と正答率



修正し，全28項目を設定した．質問項目は全て「強

くそう思う」〜「まったくそう思わない」の５段階

評定で回答を求めた．

３．手続き

該当科目の第１週目はオリエンテーションとして

特別支援教育の概略について講義し，履修上の注意

点等について説明した．ここでは発達障害について

の詳細な説明は行わず，「発達障害について次週以

降説明する」のみ指示した．調査実施は２週目の講

義の冒頭で行い，その場で回収を行った．

質問項目はＡ４版４ページで構成され，冒頭には

今回の調査の意義に関する簡単な説明と，結果は統

計的に処理されるため個人が特定されることがない

旨の教示を記載した．

結 果

１．接触経験・授業経験

接触経験及び授業経験についてはTable 3のよう

な結果となった．接触経験の主な内容は「自身が

小・中学生の時に発達障害児が同クラス（同学年・

同校）に在籍していた．」，「教育実習時に配当クラス

に発達障害児が在籍していた．」がほとんどであった．

一方，授業経験については過年度生の多くが昨年度

に本科目「障害児教育原理」を受講し単位が不認定

であったものが多かったことから，配当学年である

３年次の学生のみを対象に分類し直したところ，授

業経験は130名中75名（58％）であり，過年度生を加

えた結果（162名中102名，62％）と大きな差が無かっ

たことから，その後の分析は過年度生も加えて行っ

た．

接触経験と授業経験の間に関連性がないかを検討

するためχ2検定を行ったが，有意な関連は認めら

れなかった（χ2(1)=0.37，p>.10）．

２．発達障害に関する知識量

各設問に対する正答率についてはTable 2に示し

た．１問１点として集計したところ，全体の平均点

は11.15点であり，標準偏差は1.90だった．設問は

全て○×回答方式だったため，チャンスレベルの検

定を行った．偶然の水準の範囲内だったのは，「４．

アスペルガー症候群は，話しことばの遅れがある」

「９．LD児は知的な遅れがある」「13．高機能自閉

症は知的な遅れがない」「15．AD／HD児がしばし

ば他人の会話を妨害したり，順番を守れなかったり

するのは，そういうことをやってはいけないという

ことが理解できないからであることが多い」の４問

であった．また「１．高機能自閉症は，自閉的な症

状が軽いものを言う」が有意な傾向であった．その

他の項目は全て１％水準で偶然の水準を脱していた

が，「６．自閉症児は，身振りなど非言語的な行動が

困難である」が正答率27％と不正解の方向へチャン

スレベルを脱していた．

知識量を接触経験及び授業経験の関連で比較する

ため，接触経験と授業経験を独立変数に，知識量を

従属変数としてｔ検定を行った．その結果，接触経

験の有無については知識量に有意な差はなかった

（t(160)=0.80，p>.10）．一方，授業経験では知識量に

有意な差があり（t(160)=1.62，p<.05），授業経験のあ

る方が知識量も多いことが示された．

また教員志望か非教員志望（進学者含）に対象者

を分けて両者の間の知識量を検討したが，有意な差

はみられなかった（t(160)=1.17，p>.10）．

３．発達障害に対するイメージ

発達障害に対するイメージに関する28項目につい

て因子分析を行った．因子分析に当たっては「エク

セル統計2008 for windows（version 1.05）」を使用

した．なお，28項目のうち未回答の項目があった３

名は分析から除外した．

因子の抽出法は主因子法を用い，バリマックス法

による回転を行った．得られた回転解のうち，最も

単純で解釈しやすい構造であるとの理由から最適解

を５因子と決定した．第５因子までの累積寄与率は

41.72％であった．それぞれの因子に高い因子負荷

量（0.40以上）を示す項目を基にして，因子の命名

を行った．生川（1995）及び生川・那須（2006）を

参考に，「実践的交流」因子，「能力肯定」因子，「社

会的交流」因子，「理念的好意」因子，「教育可能性」

因子と名付けた（Table 4）．

次いで，因子分析の結果得られた５因子について，

高い因子負荷量（0.40以上）の項目の得点を加算し，

因子得点を算出した．結果はFigure 1に示すとおり

である．平均値4.0以上だったのは「社会的交流」因

子（M=4.20），「理念的好意」因子（M=4.15），「教育

可能性」因子（M=4.04）の３つだった．「実践的交

流」因子（M=3.88）及び「能力肯定」因子（M=3.53）

は平均値が4.0以下だった．

また接触経験や知識量との関連を検討するために

各対象者の因子得点を従属変数に，接触経験及び授
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Table 3 接触経験と授業経験の関連（実人数）
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Table 4 イメージ調査項目の内容と回転後の因子負荷量（バリマックス回転）



業経験を独立変数にしたｔ検定を行った．結果，接

触経験についてはどの因子でも有意差が認められな

かったが，授業経験については「実践的交流」因子

得点のみ有意差が認められ（t(158)=2.32, p<.05），授

業経験がある方が「実践的交流」因子の得点が高い

ことが示された．

一方，知識量との関連について，知識問題におい

て得られた得点と，各因子得点との相関を検討した．

結果，「社会的交流」因子（r(160)=0.23，p<.01），「実

践的交流」因子（r(160)=0.20，p<.05），「能力肯定」因

子（r(160)=0.17,p<.05）のみに有意な相関が見られた

（Table 5）．

考 察

１．接触経験・授業経験について

本研究の対象となった受講生は，84％の学生が発

達障害児との接触経験があり，と回答している．し

たがって発達障害児に対して，かなり身近なイメー

ジを抱いていると考えられよう．しかしながら接触

経験が過去にあったことが理由となり，本科目「障

害児教育原理」を受講希望しているとも考えられる．

したがって本科目を受講していない学生の接触経験

についても検討する必要があろう．また接触経験の

内容に関しても，ほとんどの回答が「小・中学校の
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Figure 1 各因子得点の平均値

Table 5 各因子得点と知識量の相関係数



時に発達障害児が同クラス（同学年・同校）に在籍

していた」「教育実習時に配当クラスに在籍してい

た」といった内容であり，積極的な接触経験ではな

かった．中には「特殊学級（特別支援学級）に在籍

していた」という回答も多く，知的障害児と発達障

害児を混同していると推測される回答も多かった．

知識問題についても知的障害と発達障害の混同が見

受けられる回答が多かったため，発達障害児に対す

る基本的な理解を促す必要もあると思われる．

授業経験については，63％の学生が既に他科目に

おいて発達障害についての講義を受けたことがある

と回答している．再履修であった過年度生を除くと，

57％（130名中75名）の学生が本科目以外で発達障害

児について履修していた．したがって本科目を受講

しない場合は，約40％近くが発達障害に関する知識

を大学で履修しないまま卒業することになることが

伺える．

２．発達障害に関する知識量について

チャンスレベルの検定の結果，偶然の水準を脱し

ていない正答率を示した問題は，○×をランダムに

つけていると考えられるため，まったく理解されて

いない内容であったと考えられる．またチャンスレ

ベルを不正解の方向で越えている問題については，

むしろ発達障害の特性が誤解されているものと考え

られる．

本研究の中では，「４．アスペルガー症候群は，話

しことばの遅れがある」「９．LD児は知的な遅れが

ある」「13．高機能自閉症は知的な遅れがない」「15．

AD／HD児がしばしば他人の会話を妨害したり，順

番を守れなかったりするのは，そういうことをやっ

てはいけないということが理解できないからである

ことが多い」の４問がチャンスレベルの範囲内であ

り，知的障害と発達障害を混同している回答が多

かったものと推測される．

また「６．自閉症児は，身振りなど非言語的な行

動が困難である」が不正解の方向へ偶然の水準を超

えていた．自閉症は言語・非言語の両面についてコ

ミュニケーション行動に困難がみられるものである

が，「言葉は通じないがジェスチャーなら通じるの

では」と考えている学生が多かったことが伺える．

確かに視覚的手がかりを与えることでコミュニケー

ションが支援されることはあるが，視覚的手がかり

とジェスチャーは異なるものである．自閉症児の中

には，むしろジェスチャー理解の方が言語理解より

も困難なものもいるため，障害特性のみを教えるの

ではなく，コミュニケーションについての具体的な

支援方法を合わせて教えていく必要があるものと思

われる．

その他の問題については，正答率が80％を越えて

いるものが多く，基本的な発達障害に関する知識を

ある程度，身に付けているものと考えられる．しか

しながら，たとえ高い正答率であっても，教員とし

て絶対に間違って理解してはいけない項目も含まれ

る．たとえば「２．AD／HDは，親の育て方など生

後の環境により発症するものである（正答率89％）」

や「８．自閉症は，過去に虐待を受けるなどして形

成されたトラウマにより発症するものである（正答

率84％）」などである．問２に関してはおよそ９人

に１人，問８に関してはおよそ６〜７人に１人が“発

達障害は親の育て方が原因”と理解していることに

なる．こうした発達障害の原因に関する根本的な誤

解が，未だに根強く存在することは看過できない．

次代の特別支援教育をになう人材を育成する上で，

最低限このような誤解を持たないように指導してい

くことが必要不可欠であろう．

なお，接触経験及び授業経験と知識量の関連を検

討したところ，接触経験の有無では知識量に有意差

はなく，授業経験のみ知識量に有意な差をもたらし

ていた．前述したとおり接触経験の内容は消極的な

ものが多く，発達障害児と関わった経験を発達障害

に対する興味・関心というところまで結びつけるこ

とができず，知識量に変化がでなかったといえる．

一方，授業経験は確かに発達障害に関する基本的な

知識・理解を深めることが示唆され，良い効果をも

たらしていると考えられる．

したがって今後の課題としては，学生が発達障害

児と実際に積極的に触れ合う機会を確保すると共に，

そうした体験が発達障害児に対する興味・関心へと

発展するように仕向けることが肝要であると考える．

その上で発達障害に関する正しい知識・理解を得る

ことができるような講義を設定することが必要であ

ろう．講義の中では単なる障害特性のみの説明だけ

でなく，具体的な関わりや支援の方法論についての

紹介も行うことが望まれる．

３．発達障害に対するイメージについて

因子分析の結果，得られた５因子は生川（1995）

による知的障害児へのイメージとほぼ同様のもので

あった．ここから発達障害児に対するイメージは知

的障害児に対するイメージと同様の因子構造を持つ

と推測される．

各因子得点の比較の結果，「社会的交流」「理念的

好意」については比較的高得点であるものの，「実践

的交流」及び「能力肯定」については平均点が4.0以

下であった．すなわち発達障害児に対して統合教育

を推進したり，そのための制度整備を進めたりする

ことに関しては賛成するものの，実際に自らが発達
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障害児と関わろうとすることについては消極的であ

ることが示唆される．これは生川（1995）が指摘し

た“総論賛成，各論反対”に通ずるものと考えられよ

う．このことは実際に発達障害児を支援する役割を

担う教員にとっては，極めて問題である．したがっ

て発達障害児に対する理念的な好意を促進するだけ

でなく，自らが積極的に支援をしていこうとする態

度形成を促していくことが特に必要であろう．

このことに関して，知識量との関連でみると，知

識量が増えるにしたがって「理念的好意」だけでな

く「能力肯定」や「実践的交流」の得点も増加する

ことが示唆された．すなわち，講義などで発達障害

児の障害特性を深く理解することによって，自らが

積極的に関わろうとする態度も促されることが示唆

される．そうした意味で，発達障害児に対する基本

的な知識や理解を促すための方策がより必要である

といえよう．

今後の課題

本研究は発達障害児に対するイメージに関するア

ンケート調査を行い，接触経験や授業経験，知識量

との関連を探っていった．本研究では発達障害のイ

メージに関する基本的な因子構造を明らかにするに

とどめたが，障害者に対する態度は複雑な多次元的

要素によって構成されていることが指摘されている

（生川，1995）．今後はよりデータを増やし，構造方

程式モデリングなどの共分散構造分析を用いること

で，発達障害児に対するイメージに影響を及ぼす潜

在因子について多角的に検討していく必要があるだ

ろう．

また発達障害に対するイメージがどのように経年

変化するかを検討するために，定期的に同様の調査

を行っていくことが必要と考えられる．特に今回対

象とした学生は2007年に特別支援教育が開始された

年度に入学した学生が主であった．自らが小・中学

校に在籍していた当時には特別支援教育は開始され

ておらず，発達障害に対する具体的イメージを持っ

ていなかったと考えられる．今後，特別支援教育が

行われていた小・中学校に在籍していた学生が入学

してきた時点で，その学生がどのような発達障害の

イメージを持っているのかについても検討していく

必要があるだろう．
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